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1. 背景 

 動物園、水族館、植物園、昆虫園等（以下、「動植物園等」という。）は、動植物を飼養栽培

して、展示を行っている。我が国の動植物園等は、種の保存、教育、調査・研究、レクリエーシ

ョン等を目的とし、多様な機能を有しているが、近年絶滅のおそれのある希少野生動植物の種の

保存等の生物多様性の保全と、それに関連する環境教育、普及啓発の場として、国内の希少種の

みならず、国際的な希少種の保全に関しても重要な役割を担うようになってきている。 

 一方、動植物園等を直接規定した法律は無く、博物館法に基づく登録制度の対象となっている

ものの、種の保存、環境教育等の公的機能を担う施設として位置づける法制度は存在せず、動植

物園等の社会的な位置づけが明確になっていない。また、一部の動物園、水族館において、飼育

環境や施設運営の不適切さが指摘される等、社会的には適切な飼養への改善や動物福祉の充実を

求める声もある。 

 環境省では、平成 25年度から、「動植物園等の公的機能推進方策のあり方検討会」を設置し、

３年間にわたり動植物園等の公的機能のうち、特に環境省として取り組むべき生物多様性の保全

に係る機能の推進のあり方等について検討を進めてきた。 

 

2. 検討の経緯 

【平成 25年度】 

・関係機関のヒアリングを踏まえた動植物園等及びその公的機能の現状と課題の整理。 

・動植物園等として望ましい園館のガイドラインの作成を課題として提起。 

【平成 26年度】 

・ヒアリングにおいて、多くの動植物園等で生物多様性の重要性を認識し、取組を行い

たいという考えを持っているが、生物多様性保全に関する動植物園等の社会的位置づ

けや支援策が無いことから事業がしにくいとの指摘。 

・動植物園等が持つ公的機能のうち、生物多様性保全と密接に関連しつつ、支援策が少

ない「種の保存」、「環境教育・普及啓発」に関する公的機能の推進を中心に検討。 

・動植物園等の公的機能推進方策のあり方イメージを作成。 

【平成 27年度】 

・公的機能推進方策のあり方イメージに基づき、推進方策の具体的な制度や支援策の内

容について検討。 

・今後の検討課題と展望を整理し、３か年の検討内容を取りまとめ。 
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3. 動植物園等の現状と主な課題 

平成 25、26 年度の検討の結果から明らかとなった現状と法律上、運営上等の主な課題は以

下の通りである。このため、種の保存等の生物多様保全に関する動植物園等の公的機能が十

分に発揮されていないことが、公的機能の推進方策のあり方を検討する上での課題である。 

(1) 現状 

① 動植物園等は、自治体、企業、大学などが設置主体となっており、設置目的は、社会

教育施設、都市公園施設、娯楽施設として多様なものとなっている。動植物園等は、

地方自治体が設置したものが多いが、入園料等の収入だけで運営されている施設は少

なく、各自治体が整備費や運営費を負担している。 

② 自治体や動植物園等によって種の保存、環境教育等に係る公的機能に関する認識や取

組の違いが大きい。 

(2) 法律上の課題 

① 動植物園等の中には、博物館法における博物館又は博物館相当施設、また、都市公園

法に基づく都市公園の施設として位置づけられているものがある。一方、種の保存を

はじめとする生物多様性の保全、環境教育などの観点から公的機能を担う動植物園等

の活動を推進するための法的な位置づけはない。 

② 絶滅のおそれのある野生動植物の種の保存に関する法律（以下、「種の保存法」とい

う。）、鳥獣の保護及び管理並びに狩猟の適正化に関する法律（以下、「鳥獣保護管

理法」という。）、特定外来生物による生態系等に係る被害の防止に関する法律（以

下、「外来生物法」という。）、文化財保護法、植物防疫法等の各種手続きが煩雑で

ある。 

③ 動物の愛護及び管理に関する法律（以下、「動物愛護管理法」という。）では、動物

を展示する動植物園等とペットショップの扱いの区分が同じであるが、動植物園等と

しての専門性を考慮した、規制や指導のあり方の検討が必要である。 

(3) 運営上の課題 

① 生物多様性保全の取組は、国等の事業で実施する場合は実施期間が定められている、

自治体の状況によって取組方針が変わる等、継続性担保が困難である。また、種の保

存に関する展示は必ずしも集客力が高くない。 

② 種の保存や普及啓発に取り組む人材が不足しており、研究機関や他施設との協力体制

等も不十分である。 

③ 予算が不足している等により、展示施設設備の整備・更新が困難である。 

④ 近年、先進国を中心に動物園等の飼育環境等に関する基準が高度化されていることに

伴い、それらの国から動物を入手できない事態も生じているという指摘もある。さら

に、動物とのふれあいが動物福祉に反するという指摘を受けることもある。 
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4. 動植物園等の公的機能推進方策の検討に係る基本的な考え方等 

(1) 動植物園等が有する公的機能 

動植物園等が有する生物多様性の保全に関する公的機能には、希少野生動植物の生息域外

保全、環境教育・普及啓発、希少品種の保全、傷病鳥獣の救護等がある。一方で、生物多様

性保全以外の公的機能としては、動物愛護、レクリエーション、学術研究、文化・芸術、人

の福祉・健康づくり等の多様な機能が挙げられる。 

一部の動植物園等は、博物館法や都市公園法等で位置づけられているが、社会教育施設や

公園施設としての位置付けであり、生物多様性保全に関する活動の位置付けは欠如している。

一方、環境省のレッドリストには 3,596 種が絶滅危惧種として掲載されており、動植物園等

が自主的に実施している生息域外保全等の取組は、希少野生動植物の保全等に大きく貢献し

ている。また、動植物園等は、実際に動植物等と触れ合うことができる等、生物多様性の保

全に関する効果的な環境教育・普及啓発が可能な施設である。 

 

(2)検討の進め方 

動植物園等が果たしている社会的役割として、生物多様性保全以外の公的機能も重要であ

るが、本検討会は環境省が主催しているため、生物多様性の保全に関する公的機能の推進の

うち、環境省の政策分野を中心に検討を進めることとした。特に生物多様性の保全に関する

公的機能のうち、上記の「（１）動植物園等が有する公的機能」及び「３．動植物園等の現

状と課題」を踏まえ、本検討会では、希少野生動植物種の生息域外保全等の種の保存と環境

教育・普及啓発に関する公的機能の推進を優先して、制度のあり方や具体的な支援策の検討

を実施した。なお、種の保存や環境教育・普及啓発以外の公的機能に関しても、課題と今後

の展望について整理した。 

 

(3) 検討の基本方針 

 以上を踏まえ、既に多くの動植物園等が存在し、各々多様な公的機能を担っていることか

ら、動植物園等を公的機能を有する施設として位置付け、その社会的認知度を高めるような

支援策を検討することが適当と考えられる。このため、新たに事業としての規制を行う業法

を作る（動植物園等の設置運営を免許化する）のではなく、一定の基準を満たしたものにつ

いて認定等を行うことで動植物園等の位置付けを明確化するとともに、インセンティブ（規

制緩和、補助金等）を与えることが必要である。 

対象としては、動植物園等の動植物を実際に飼養栽培している施設とし、検討にあたって

は、博物館法、都市公園法等との連携に留意する。 
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5. 動植物園等の公的機能の推進方策 

(1) 概要 

 生物多様性保全に関する動植物園等の公的機能を明確化するとともに、社会的な認知度を向上

させることにより、動植物園等が実施する生物多様性保全の取組をより一層促進させるため、種

の保存法の改正等により、位置づけを与える。また、生物多様性保全に関して、一定の基準を満

たした取組を行っている動植物園等に対して、種の保存法の規制運用の見直しや各種支援を講じ

る。 

 

i. 対象施設の基本要件 

a. 生物多様性保全の推進に資する活動として、希少野生動植物の保全に係る取組（生息

域外保全、研究等）や環境教育・普及啓発を行う施設であること。 

b. 動植物を実際に飼養栽培している施設で、規模、内容、専門家の有無、活動の安定性

等が適切であること。 

 

ii. 公的機能推進方策の方向性 

a. 位置づけと規制運用見直し：種の保存法において、種の保存等の取組において一定の

基準を満たした施設を「認定動植物園等（仮称）」に認定し、譲渡規制を適用除外と

する。 

b. 支援施策：認定動植物園等（仮称）に財政的な支援等の実施を検討する。また、生物

多様性保全に資する取組を適切に行っている施設に対しても、支援施策を展開する。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

 

 

 

図 5-1 推進方策の仕組みのイメージ 

 
  

種の保存 環境教育・普及啓発 
対象となる

役割・活動 

公的機能推

進の方向性 
規制運用見直し 支 援 施 策 
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した施設を｢認定動
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を見直す 

・シンポジウム等の開催 

・各種表彰制度 

・技術的／財政的な支援 等 

 

公的機能 

推進方策の

具体的な例 

｢認定動植物園等｣についても各種支援を検討 
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(2) 具体的な制度、支援 

 動植物園等の公的機能の推進方策として、当面、以下の項目について優先的に検討・取組を
進める必要がある。なお、種の保存法の改正内容等については、今後の検討状況により変更があ

り得る。 

 

 

① 種の保存に関する動植物園等の公的機能を明確化するとともに、社会的な認知度を向

上させることにより、動植物園等が実施する生物多様性保全の取組をより一層促進さ

せるため、種の保存法を見直し、「認定動植物園制度（仮称）」を創設する。また、

動植物園等が有する種の保存に関する役割を法令上明確にする。なお、認定動植物園

等（仮称）については、国内希少野生動植物種及び国際希少野生動植物種の譲渡規制

を適用除外とする。 

 

② 種の保存に関する動植物園等の公的機能の推進を適切に支援することにより、動植物

園等が実施する生物多様性保全の取組をより一層促進させるため、認定動植物園等（仮

称）などが実施する国内希少野生動植物種の生息域外保全や、押収された希少野生動

植物種の飼養栽培等に対して、動植物園等の主体的な取組を促しつつ、財政的な支援

等の実施を検討する。また、生息域外保全等の取組の一層の技術向上等に資するため、

各種情報の提供や専門家を含めた連携体制の構築等を行う。 

 

③ 生物多様性保全に関する動植物園等の公的機能を明確化するとともに、社会的な認知

度を向上させることにより、動植物園等が実施する生物多様性保全の取組をより一層

促進させるため、環境省が実施している「みどりの日」自然環境功労者環境大臣表彰、

愛鳥週間野生生物保護功労者表彰等を今後はより一層積極的に活用し、表彰を行う。

なお、認定動植物園等（仮称）を始め、種の保存及び環境教育・普及啓発等に関して、

特に望ましい取組を実施している動植物園等を対象とする。 

 

④ 生物多様性保全に関する動植物園等の公的機能を積極的に広報することにより、動植

物園等が実施する生物多様性保全の取組をより一層促進させるため、イベントやシン

ポジウム等を開催する。また、認定動植物園等（仮称）を始めとする動植物園等の取

組に関する優良事例を収集し広く紹介する。 
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6. 今後の課題と展望 
 

平成 26年度において、動植物園等公的機能推進における課題と施策を整理している。これ

らの課題に対する今後の課題・展望も含めて、表 6-1 に改めて整理した。 

「５．（２）具体的な制度、支援」に示した、当面の取組では対応が不十分と考えられる

課題と今後の展望の概要については以下の通りである。なお、平成 28年度以降は、「５．（２）

具体的な制度、支援」に示した、当面の取組について優先的に取り組むこととし、以下の事

項については、可能な範囲で並行して検討しつつ、当面の取組の対応が終了した後に、改め

て対応を検討する。 

 

① 種の保存等に関する公的機能の更なる推進 

・認定動植物園制度（仮称）の創設や、財政的な支援等を実施することにより、生物多様

性保全活動の位置付けや人材・予算の確保に対する支援等の課題については対応するこ

とを予定しているが、今後、さらなる取組の必要性について検討する。 

 

② 自然環境局の所掌する他法令での扱いに関する検討 

・特定外来生物の飼養・栽培等に当たっては、特定飼養等施設内で適切に行われていなけ

れば、逸出のおそれがあるため、手続き緩和・省略は困難だが、引き続き迅速な審査を

行うよう努める。なお、動植物園等が行う環境教育・普及啓発の取組は効果的であるた

め、今後の普及啓発については、動植物園等と連携した取組の推進を検討する。 

・動物愛護管理法では、動植物園等とペットショップの扱いの区分が同じであるが、動物

を展示する動植物園等としての専門性を考慮した、規制や指導のあり方の検討が必要で

ある。また、近年、先進国を中心に動物園等の飼育環境等に関する基準が高度化されて

いることに伴い、それらの国から動物を入手できない事態も生じているという指摘もあ

る。さらに、動物とのふれあいが動物福祉に反するという指摘を受けることもあり、こ

れらについて、今後、必要に応じて動物愛護管理行政の中で対応を検討する。 

 

③ 関係省庁の所掌する制度間の連携・調整に関する検討 

・文化財保護法及び水産資源保護法等の環境省以外の省庁が所管する法律の手続きにつ

いては、今後、必要に応じて関係省庁との調整を検討する。また、ワシントン条約に

おいては、登録された科学施設間において、一定の要件を満たした標本の移動手続き

が免除できるという例外措置が規定されているが、我が国では未だに導入されていな

いため、今後、必要に応じて関係省庁との調整を検討する。こうした検討は、関係省

庁間において継続して議論を行う必要がある。 
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表 6-1 平成 26年度までに整理された動植物園等の公的機能推進における課題と施策に対する当面の取組案と今後の課題・展望（1） 

公的機能推進における課題 公的機能の推進方策 

課題 関連する法律 当面の取組案 今後の課題・展望 

【生物多様性保全活動の位置づけの欠如】 

① 種の保存に関する取組は動植物園等の役割としての法
的根拠がないため、税金を用いる合理的な説明が困難

である。 

② 種の保存に関する取組は実績が上がるのに時間を要す
るため、指定管理者制度の業務提案の中に位置づけに

くい。 

③ 日本植物園協会では植物多様性保全拠点ネットワーク
を形成し、新宿御苑を種子保存拠点施設として位置づ

けている。しかし、環境省所管の国民公園である新宿

御苑がかかる機能を有することを理解していない園も

多い。 

－ ・種の保存法に「認定動植物園制度（仮称）」を創設。 

・動植物園等が有する種の保存に関する役割を法令上明確

化。 

－ 

 

・（公社）日本動物園水族館協会及び（公社）日本植物園

協会と「生物多様性保全の推進に関する基本協定書」を

締結。 

・既存表彰制度の積極的な活用。 

・動植物園等の公的機能に関する積極的な広報等の実施。 

【継続性担保が困難】 

① 種の保存に関する取組を国・JICA 等の事業で実施する
場合、実施期間が定められている。希少種の飼養・栽

培・繁殖（遺伝的多様性を考慮した保険個体群の維持）

の継続性が担保できない。 

② 設置主体の自治体の首長（民間なら社長）によって生
物多様性保全への取組方針が変更となる事例がある。

さらに、事業そのものの存続が危ぶまれることが起こ

り得る。 

－ ・種の保存法に「認定動植物園制度（仮称）」を創設。 

・動植物園等が有する種の保存に関する役割を法令上明確

化。 

・更なる取組の必要性について検討。 

・（公社）日本動物園水族館協会及び（公社）日本植物園

協会と「生物多様性保全の推進に関する基本協定書」を

締結。 

・既存表彰制度の積極的な活用。 

・動植物園等の公的機能に関する積極的な広報等の実施。 

・技術的／財政的な支援の実施。 

【研究の位置づけがない】 

① 地方自治体が野生動植物等の飼養・栽培・繁殖技術等
に関する研究を実施する法的根拠がない。 

－ 

 
・種の保存法に「認定動植物園制度（仮称）」を創設。 

・動植物園等が有する種の保存に関する役割を法令上明確

化。 

－ 

 

・（公社）日本動物園水族館協会及び（公社）日本植物園

協会と「生物多様性保全の推進に関する基本協定書」を

締結。 

【法律上の区分が的確でない】 

① 動物愛護管理法では、動物を展示する動植物園等とペ
ットショップの扱いの区分が同じであるが、動植物園

等は生物多様性保全や環境教育に取り組んでおり、動

植物園等としての専門性を考慮した、規制や指導のあ

り方の検討が必要である。 

【動物愛護管理法 第 10条】 

動物の取扱業を営もうとする者は、都道府県知事の登録を

受けなければならない。 

 

－ ・必要に応じて動物愛護管理行政の中で

対応を検討。 
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表 6-1 平成 26年度までに整理された動植物園等の公的機能推進における課題と施策に対する当面の取組案と今後の課題・展望（2） 

公的機能推進における課題 公的機能の推進方策 

課題 関連する法律 当面の取組案 今後の課題・展望 

【手続きが煩雑 （希少種の採取、捕獲、移動）、（希少

種の緊急避難、野生復帰）、（品種の現状変更）、（傷

病鳥獣の保護、飼養）】 

① 希少種は緊急避難や野生復帰の際の移動手続き等が煩
雑である。 

② ワシントン条約における希少種の移動の許可手続きが
煩雑なため、植物が枯死するおそれがある 

③ ワシントン条約上の手続きを簡略化するための研究機
関登録の規定が運用されていない。 

④ 生息地等保全を目的とした希少種の捕獲や移動の許可
手続きが煩雑である。 

⑤ 希少種の飼養栽培繁殖の際、捕獲採取の手続きが煩雑
であり、法的な制約が大きい。 

⑥ 生体展示の際に要する希少種の捕獲採取や移動の許可
手続きが煩雑である。 

⑦ 希少園芸品種の栽培の際、品種の現状変更の許可手続
きが煩雑である。 

⑧ 飼養・栽培・繁殖技術等に関する研究を目的とした希
少種の捕獲や移動の許可手続きが煩雑である。 

⑨ 傷病鳥獣の保護、飼養の際の鳥獣の捕獲や移動の許可
手続きが煩雑である。 

⑩ 農作物や樹木等の植物を害虫から守るため、これらを
害する昆虫（検疫有害動植物）の輸入が植物防疫法に

より禁止されている。植物への加害性がよく知られて

いないものについて、種ごとに文献調査などを行って

植物防疫法の規制の対象になるかどうかの判定を行う

必要があるため、時間がかかり、手続きが煩雑である。 

 

【種の保存法 第 9条、10条】 

国内希少野生動植物種等の捕獲等は禁止されており、学術

研究又は繁殖等が目的の場合、環境大臣の許可が必要。 

 

【種の保存法 第 12条、13条】 

希少野生動植物種等の譲渡し等は禁止されており、学術研

究又は繁殖等が目的の場合、環境大臣の許可が必要。 

 

【種の保存法 第 15条】 

国内希少動植物種の輸出入は禁止されているが、国際的に

協力して学術研究をするもの等で、種の保存に支障を及ぼ

さない場合はこの限りではない。 

 

・「認定動植物園等（仮称）」が実施する、一定の要件を

満たした希少野生動植物種の譲渡し等は適用除外とす

る。 

 

 

・希少野生動植物の捕獲等については、

生息域内保全が原則であり、保護増殖

事業として実施する場合には適用除

外となることから、これ以上の手続き

緩和は困難。 
・「生物多様性保全の推進に関する基本

協定書」等に基づき、必要性・緊急性

が高い生息域外保全を、動植物園等と

連携し、積極的に推進する。 

 

 

【文化財保護法 125 条】 

天然記念物として指定されている動植物を現状変更（捕獲

・採取・移動等）する場合、文化庁長官の許可が必要。 

 

【水産資源保護法 第 4 条】 

農林水産大臣又は都道府県知事は、水産資源の保護培養の

ため必要があると認めるときは、水産動植物の採捕に関す

る制限又は禁止を定めることができる。 

 

－ ・種の保存法上で手続きが必要な国内希

少野生動植物種等については、二重規

制となっており、今後、必要に応じて

対応を検討する。 

 

【鳥獣保護管理法 第 8 条、9条】 

鳥獣及び鳥類の卵の捕獲等又は採取等は禁止されている

が、学術研究等のために都道府県知事又は環境大臣の許可

を受けた場合はこの限りではない。 

 

【鳥獣保護管理法 第 19 条、20条】 

許可を受けて捕獲した狩猟鳥獣以外の鳥獣を飼養しよう

とする者は、都道府県知事への登録が必要。登録鳥獣の譲

受け等した者は、都道府県知事への届出が必要。 

 

・種の保存法上の捕獲許可等を得ている国内希少野生動植

物種等は、鳥獣保護管理法の捕獲等の規制及び飼養の登

録は適用されない（鳥獣保護管理法第9条等）。 

－ 

 

【自然公園法 第 20 条、21条、22 条】 

国立公園等の特別地域・海域公園地区では環境大臣が指定

する動植物の捕獲・採取等について、特別保護地区では動

植物の捕獲・採取等について、環境大臣等の許可が必要。 

 

・国立公園において、種の保存法上の捕獲許可を得ている

国内希少野生動植物種等を捕獲等する場合には、自然公

園法に基づく環境大臣の許可を要しない（自然公園法施

行規則第12条等）。 

－ 

 

【植物防疫法 第 7 条】 

検疫有害動植物等の輸入は禁止されているが、試験研究等

のために農林水産大臣の許可を受けた場合は、この限りで

ない。 

 

－ ・植物防疫法については、法律の性質上、

輸入手続きの緩和は困難と思われる。 
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表 6-1 平成 26年度までに整理された動植物園等の公的機能推進における課題と施策に対する当面の取組案と今後の課題・展望（3） 

公的機能推進における課題 公的機能の推進方策 

課題 関連する法律 当面の取組案 今後の課題・展望 

【外来生物の展示の手続きに時間を要する】 

① 外来生物を展示（輸入、捕獲採取、運搬、飼育栽培 等）
する場合は事前に許可を取得する必要がある。 

【外来生物法 第 4 条、5 条】 
特定外来生物の飼養等は禁止されており、学術研究や展示

等の目的の場合、主務大臣の許可が必要。特定飼養施設等

の基準に適合していないと認められる場合、許可されない。 

 

－ ・特定外来生物の飼養・栽培等に当たっ

ては、特定飼養等施設内で適切に行わ

れていなければ、逸出のおそれがある

ため、手続き緩和・省略は困難だが、

引き続き迅速な審査を行うよう努め

る。 

 
【海外からの輸入の手続きが困難】 

① 動物の輸入届出制度によって、動物を海外から輸入す
ることが困難。国によっては規則が明文化されておら

ず、衛生証明書の発行機関の証明様式も異なる。また、

同じ国でも州によって扱いが異なり、許可されない場

合もある。 

【感染症法 第 56 条の 2】 

届出動物等を輸入する者は、厚生労働大臣に届出が必要。

その際に、届出動物等ごとに定められた感染症にかかって

いない旨等を記載した輸出国政府機関が発行する証明書等

の添付が必要。 

 

－ ・感染症法については、法律の性質上、

輸入手続きの緩和は困難と思われる。 

 

【展示するための動物の飼育基準が高い】 

① 近年、先進国を中心に動物園等の飼育環境等に関する
基準が高度化されていることに伴い、それらの国から

動物を入手できない事態も生じているという指摘もあ

る。 

－ － ・世界動物園水族館協会（WAZA）が策定

した世界動物園水族館保全戦略、世界

動物園水族館協会倫理規約を受け、日

動水が①倫理福祉規程の再検討、②入

会審査規程の再検討に取り組んでい

る。 

【繁殖するための個体の確保が困難】 

① ファウンダー（野生由来の繁殖親個体）の確保が困難
である。 

【種の保存法 第 9条、10条】 

国内希少野生動植物種等の捕獲等は禁止されており、学術

研究又は繁殖等が目的の場合、環境大臣の許可が必要。 

 

【種の保存法 第 12条、13条】 

希少野生動植物種等の譲渡し等は禁止されており、学術研

究又は繁殖等が目的の場合、環境大臣の許可が必要。 

 

 

・種の保存法に「認定動植物園制度（仮称）」を創設。 ・希少野生動植物の捕獲等については、

生息域内保全が原則であり、保護増殖

事業として実施する場合には適用除

外となることから、これ以上の手続き

緩和は困難。 

・「生物多様性保全の推進に関する基本

協定書」等に基づき、必要性・緊急性

が高い生息域外保全を、動植物園等と

連携し、積極的に推進する。 

 

・（公社）日本動物園水族館協会及び（公社）日本植物園

協会と「生物多様性保全の推進に関する基本協定書」を

締結。 

【技術を持った人材の不足】 

① 種の保存に取り組む人材が不足している。後継者の育
成も必要であるが、指定管理者制度によって、種の保

存に熱心な技術者・管理者を必ずしも継続して雇用で

きない。 

 

【地方自治法第 244 条の 2】 

普通地方公共団体は、公の施設の設置の目的を効率的に達

成するため必要があると認めるときは、条例の定めるとこ

ろにより、指定管理者に、当該公の施設の管理を行わせる

ことができる。条例には、指定管理者の指定の手続、指定

管理者が行う管理の基準及び業務の範囲その他必要な事項

を定めるものとする。 

 

 

・種の保存法に「認定動植物園制度（仮称）」を創設。 

・動植物園等が有する種の保存に関する役割を法令上明確

化。 

・各園館の実情を踏まえ、更なる取組の

必要性について検討。 

 

・（公社）日本動物園水族館協会及び（公社）日本植物園

協会と「生物多様性保全の推進に関する基本協定書」を

締結。 

・既存表彰制度の積極的な活用。 

・動植物園等の公的機能に関する積極的な広報等の実施。 

・技術的／財政的な支援の実施。 
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表 6-1 平成 26年度までに整理された動植物園等の公的機能推進における課題と施策に対する当面の取組案と今後の課題・展望（4） 

公的機能推進における課題 公的機能の推進方策 

課題 関連する法律 当面の取組案 今後の課題・展望 

【啓発のための人材不足】 

① 生物多様性保全の活動に関する情報発信をするための技
術・人材が不足している。 

② 説明を行う人材やプログラムを実施する教育担当職員が不
足しており、将来的に現在の水準維持は困難である。 

③ 園芸文化の保存継承を担う人材が高齢化し、不足してい
る。 

④ 園外の野生生物観察会、学校への派遣等を実施するため
の人材が不足している。 

⑤ 一般市民に分かりやすい啓発素材を作成できる人材が不
足している。種の保存に関する話題の変化が早く、啓発

素材の更新が追い付かない。 

－ ・種の保存法に「認定動植物園制度（仮称）」を創設。 

・動植物園等が有する種の保存に関する役割を法令上明確

化。 

・各園館の実情を踏まえ、更なる取組の

必要性について検討。 

 

・（公社）日本動物園水族館協会及び（公社）日本植物園

協会と「生物多様性保全の推進に関する基本協定書」を

締結。 

・既存表彰制度の積極的な活用。 

・動植物園等の公的機能に関する積極的な広報等の実施。 

・技術的／財政的な支援の実施。 

【研究機関等との協力体制が不十分】 

① 大学と協力した、動物福祉向上の研究が十分でない。 
－ － ・世界動物園水族館協会（WAZA）が策定

した世界動物園水族館保全戦略、世界

動物園水族館協会倫理規約を受け、日

動水が①倫理福祉規程の再検討、②入

会審査規程の再検討に取り組んでい

る。 

【ネットワークの不足】 

① 動物交換に係る情報共有のためのネットワークがない
ため、他施設との情報交換が困難である。 

② 人材交流のためのネットワークが不足している。 

－ ・（公社）日本動物園水族館協会及び（公社）日本植物園

協会と「生物多様性保全の推進に関する基本協定書」を

締結。 

・「生物多様性保全の推進に関する基本

協定書」等に基づき、生息域外保全に

関するネットワーク形成を一部支援

しているところ。引き続き支援を実

施。 

 

 

・動植物園等の公的機能に関する積極的な広報等の実施。 

・技術的／財政的な支援の実施。 

【民間の愛好家の技術情報をつなぎとめる制度がない】 

① 植物園にない栽培技術、生育地情報を民間の愛好家が
有している場合がある。これらは会報等に記載されて

いることも多いが、近年散逸の危機にある。 

 ・種の保存法に「認定動植物園制度（仮称）」を創設。 

・動植物園等が有する種の保存に関する役割を法令上明

確化。 

・「生物多様性保全の推進に関する基本

協定書」等に基づき実施する生息域外

保全の取組等について、必要に応じて

知見の集積を実施。 

 
・動植物園等の公的機能に関する積極的な広報等の実施。 

・技術的／財政的な支援の実施。 

【展示施設設備の整備が困難】 

① 施設改修にあたり、普及啓発のための施設の更新等の
対応が困難な場合がある。 

② 動物福祉が不十分で常同行動を取る個体がいる。動物
福祉は個体により異なり、統一の基準の制定が困難で

ある。施設の立地条件から確保できる広さに限界があ

る。 

－ 

 

・種の保存法に「認定動植物園制度（仮称）」を創設。 

・動植物園等が有する種の保存に関する役割を法令上明確

化。 

・世界動物園水族館協会（WAZA）が策定

した世界動物園水族館保全戦略、世界

動物園水族館協会倫理規約を受け、日

動水が①倫理福祉規程の再検討、②入

会審査規程の再検討に取り組んでい

る。 

・各園館の実情を踏まえ、更なる取組の

必要性について検討。 

・（公社）日本動物園水族館協会及び（公社）日本植物園

協会と「生物多様性保全の推進に関する基本協定書」を

締結。 

・既存表彰制度の積極的な活用。 

・動植物園等の公的機能に関する積極的な広報等の実施。 

・技術的／財政的な支援の実施。 
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表 6-1 平成 26年度までに整理された動植物園等の公的機能推進における課題と施策に対する当面の取組案と今後の課題・展望（5） 

公的機能推進における課題 公的機能の推進方策 

課題 関連する法律 当面の取組案 今後の課題・展望 

【普及啓発と集客の両立が困難】 

① 利用者からは定番動物の展示を求める声も多い。その
ため種の保存を必ずしも優先できない。 

② 種の保存に関する展示は必ずしも集客力が高くない。 

－ 
 

・種の保存法に「認定動植物園制度（仮称）」を創設。 

・動植物園等が有する種の保存に関する役割を法令上明確

化。 

・各園館の実情を踏まえ、更なる取組の

必要性について検討。 

・（公社）日本動物園水族館協会及び（公社）日本植物園

協会と「生物多様性保全の推進に関する基本協定書」を

締結。 

・既存表彰制度の積極的な活用。 

・動植物園等の公的機能に関する積極的な広報等の実施。 

 

【動物とのふれあいと動物福祉との両立が困難】 

① 動物とのふれあいが動物福祉に反するという指摘を受
けることがある。 

 

【動物愛護管理法 第 21 条】 

第1種動物取扱業者は動物の健康及び安全を保持するとと

もに、生活環境の保全上の支障が生ずることを防止するた

め、動物の管理方法等に関する基準の遵守義務がある。 

 

 

－ 
 

 

・必要に応じて動物愛護管理行政の中で

対応を検討。 

 

【予算の不足】 

① 傷病鳥獣の数が多く、補填される経費も少ないため負
担が大きい。 

② 域外保全は経済的に有利な種に限定される。 

－ 
 

・種の保存法に「認定動植物園制度（仮称）」を創設。 

・動植物園等が有する種の保存に関する役割を法令上明確

化。 

・各園館の実情を踏まえ、更なる取組の

必要性について検討。 

・（公社）日本動物園水族館協会及び（公社）日本植物園

協会と「生物多様性保全の推進に関する基本協定書」を

締結。 

・既存表彰制度の積極的な活用。 

・動植物園等の公的機能に関する積極的な広報等の実施。 

・技術的／財政的な支援の実施。 

【予算の不足】 

① 生物多様性保全に関する企画展示の予算の確保が困難
である。 

－ 
 

・（公社）日本動物園水族館協会及び（公社）日本植物園

協会と「生物多様性保全の推進に関する基本協定書」を

締結。 

・各園館の実情を踏まえ、更なる取組の

必要性について検討。 

・既存表彰制度の積極的な活用。 

・動植物園等の公的機能に関する積極的な広報等の実施。 

【予算の不足】 

① 遺伝的多様性を調べる解析装置は高価なため、技術の
進歩に沿って交換できない。 

－ 
 

・種の保存法に「認定動植物園制度（仮称）」を創設。 

・動植物園等が有する種の保存に関する役割を法令上明確

化。 

・各園館の実情を踏まえ、更なる取組の

必要性について検討。 

 

 ・（公社）日本動物園水族館協会及び（公社）日本植物園

協会と「生物多様性保全の推進に関する基本協定書」を

締結。 

・既存表彰制度の積極的な活用。 

・動植物園等の公的機能に関する積極的な広報等の実施。 

・技術的／財政的な支援の実施。 

 



 
 

種の保存に関する認定動植物園制度（仮称）について（案） 

１．目的 

 種の保存に関する動植物園等の公的機能を明確化するとともに、社会的な認知度
を向上させることにより、動植物園等が実施する生物多様性保全の取組みをより一層

促進させる。 

 絶滅危惧種の生息域外保全等を効果的に実施しており、適切な施設等を有してい
る動植物園等については、種の保存法上の手続きを簡素化することにより、より

一層その取組を推進する。 

 

２．制度の概要 

 認定を受けようとする動植物園等は、対象となる希少野生動植物種の飼養栽培計
画（仮称）（５年間程度の期間を想定）等を作成し、環境大臣は、認定基準に基

づき、これを「認定動植物園等（仮称）」に認定する。 

 認定動植物園等（仮称）が、飼養栽培計画（仮称）に記載のある国内希少野生動
植物種及び国際希少野生動植物種の譲渡し等を実施する場合、種の保存法上の規

制は適用除外とする。 

 認定動植物園等（仮称）は、認定基準を維持しなければならない。更新を受けな
かった場合等は、認定が失効する。また、認定動植物園等（仮称）に対しては、

譲渡し等の結果について、定期的な報告を求める。 

 

３．申請内容と認定基準（案） 

申請内容 認定基準（案） 

・飼養栽培を行う希少野生動植物
種の一覧 

・当該希少野生動植物種の飼養栽
培に係る計画 

・計画の目的が学術研究、繁殖、教育等であること 

・商業的な譲渡は行わないこと 

・当該希少種を種の保存のため適切に取り扱うことができる
と認められること（計画の妥当性、飼養栽培の連携体制等） 

・当該希少野生動植物種を飼養栽
培するための施設（図、写真等） 

・希少野生動植物種等の飼養栽培
の実績 

・施設として、過去に希少種等を飼養栽培した経験があるこ
と（類似種、近縁種等の実績があれば可） 

・当該希少種等の飼養栽培等に必要な機能を備えた施設を有
していること（当該種を安定して飼養栽培できる環境、脱
走・逸出防止及び脱走・逸出時の対策、花粉等の拡散によ
る交雑防止、診療・検疫施設、哺育・孵化・育すう施設等） 

・施設として、適当な学歴と実務経験※を有する者を３名程

度有していること 

・当該希少野生動植物種に関する
飼養栽培担当者の実績（過去 3
～5年） 

・担当者は、過去に希少種等を飼養栽培した経験を有してい
ること（類似種、近縁種等の実績があれば可） 

・担当者は、適当な学歴と実務経験※を有する者、若しくは
通算して 5 年以上動植物の繁殖に関する実務の経験を有
すること 

・申請者の略歴（業務概要） 

・法人の定款又は寄附行為、登記
事項証明書 

・経営に要する経費の収支並びに
支出の総額、内訳 等 

・飼養栽培等を実施するために必要な資産、経営的基礎を有
していること 

・違法に入手した個体を受け入れないこと 

・種の保存法に違反して刑に処されていないこと 

 
※学校教育法 に基づく大学若しくは高等専門学校において農学その他動植物の繁殖に関して必要な課程を修めて卒

業した者又はこれと同等以上の学力を有する者であって、通算して三年以上動植物の繁殖に関する実務の経験を有

するもの 

別添 
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